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資料1

首都直下地震対策検討ワーキンググループ（第6回）

令和6年10月2日（水）

首都直下地震時における
流通・物流の維持、燃料供給の確保について





（1）流通・物流の維持
① 流通・物流の現状
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流通・物流の構造
○ 物流は、一般的に「輸送」「保管」「荷役」「流通加工」「包装」「情報管理」の６要素からなり、それらがサプライチェー

ンの中で機能することにより、経済全体の活動が成立。
○ 近年、小売業の物流センターが在庫を保管できるDCを構えるケースが多くなり、物流体系も複雑化。小売業の物流

センターは最小の在庫のみ確保する形であり、輸送形態も多頻度小口輸送が増加。

【卸売業の物流体系】【メーカーの物流体系】 【小売業の物流体系】

〇基本的な物流の流れ

※DC ：Distribution Center。物流センター内に一定量の
在庫が確保されているセンター。

※TC ：Transfer Center。在庫を持たない通過型の物流
センター。

出典：国土交通省 「サプライチェーンを構成する物流体系」 https://www.mlit.go.jp/common/001062862.pdf 2



平時・災害時における流通・物流確保の意義
○ 災害時における物流においては、①被災地への支援物資物流の確立、②平時から継続する物流の維持が必要。
○ ①支援物資物流においては、地方公共団体が設置・運営する物資拠点を経由して避難所へ物資を届けるという平

時とは異なる物流網を発災後速やかに構築することが必要。
○ ②平時から継続する物流においても、道路等の輸送インフラや拠点等が被災すればサプライチェーン全体に影響。

被災地の住民（避難所以外）

被災地外の住民

輸送インフラ
の断絶

輸送インフラ
の断絶

輸送インフラ
の断絶

商品の
不足

商品の購入
困難

商品の購入
困難

出典：国土交通省 「災害に強い物流システムの構築」 https://www.soumu.go.jp/main_content/000874905.pdf を基に内閣府にて作成

別販売店
への輸送等迂回ルート

の設定 等
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東京都市圏における流通・物流の現状①
○ 関東１都６県（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）は、面積では全国の8.6％だ

が、人口は全国の３割強、実質県内総生産、家計最終消費支出は全国の４割強を占める。
○ 関東地域の貨物発生･集中トン数や、貨物車走行台キロ、貨物車保有台数では、全国の2割強と大きな割合を占

めている。

資料：人口は、「令和２年国勢調査」（総務省：令和2年）
実質県内総生産および家計最終消費は、「県民経済計算（平成23年度 - 令和3年度）」（内閣府：令和3年）
貨物発生トン数および貨物集中トン数は、「令和4年度 貨物・旅客地域流動調査」（国土交通省：令和4年）
貨物発生トリップ数は、「令和3年 道路交通センサス（全国道路・街路交通情勢調査）」（国土交通省：令和3年）
貨物車走行台キロは、「令和5年 自動車燃料消費量調査（年報）」（国土交通省：令和5年）
貨物車保有台数は、「令和6年度 自動車保有台数」（一般社団法人自動車検査登録情報協会：令和6年） 4



東京都市圏における流通・物流の現状②
○ 東京都市圏に存在する施設における他の施設との物資流動量は、東京都市圏内での流動が約280万トン／日、

東京都市圏と都市圏外との 流動が約160万トン／日。
○ 東京都市圏内の物流における重量ベースでみた輸送手段は９割強が貨物車。東京都市圏外との物流では船舶が

４割を占める。
○ 東京都市圏内で輸送されている物資の品目としては、貨物車台数では、農水産品･食料工業品、出版･印刷物、

日用品、軽雑工業品といった生活関連品目が５割弱を占める。

【東京都市圏における物資流動の実態】 【輸送手段の構成】
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【物資流動量の品目構成（施設間流動） 】

出典：東京都市圏交通計画協議会 「東京都市圏の望ましい物流の実現に向けて（平成27年12月）」 https://www.mlit.go.jp/common/001222735.pdf



東京都市圏における流通・物流の現状③（物流施設の状況）
○ 2000年以降、1都3県においては物流施設（事業所）の新たな立地が多くみられ、特に高速道路の開通がなされた

地域（市区町村）において多くの立地が行われた。
○ 一方、特に東京都区部近郊では1979年以前に建設された物流施設も多く存在し、施設の老朽化が課題。

出典：東京都市圏交通計画協議会 「第5回東京都市圏物資流動調査結果について【速報版】」 https://www.mlit.go.jp/common/001060875.pdf 6
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出典：農林水産省 「食品流通をめぐる情勢（令和５年８月）」https://www.maff.go.jp/j/shokusan/ryutu/soumu/pdf/zentai_meguji.pdf より内閣府作成。
※金額は各チャネルの消費額。

食品流通の構造①（流通経路）

○ 食品流通は、生産・輸入～流通・加工～販売に至るまでのチャネル・流通経路が多岐にわたる複雑な構造を構築。
○ 加工品の消費額は42.3兆円と食品流通において、大きな割合を占める。食料供給の維持に向けては、食品製造・

流通の安定化が重要な要素。
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食品流通の構造②（卸売市場の役割・機能）
○ 卸売市場は、生鮮食料品等を国民に円滑かつ安定的に供給するための基幹的なインフラとして、多種・大量の物品

の効率的かつ継続的な集分荷、公正で透明性の高い価格形成など重要な機能を有している。
○ 卸売市場は生鮮食料品等の流通の基幹的なインフラとしての役割を果たしており、青果の５割強、水産物の５割弱

が卸売市場を経由している（国産青果物では約８割）

出典：農林水産省 「食品流通をめぐる情勢（令和５年８月）」 https://www.maff.go.jp/j/shokusan/ryutu/soumu/pdf/zentai_meguji.pdf 8



物流業界をめぐる課題①（人手不足、2024年問題）
○ 1995年の98万人をピークに、2015年までの20年間で21.3万人のドライバーが減少。今後、2030年までに24.8万

人が減少すると予測。
○ 物流産業を魅力ある職場とするため、働き方改革に関する法律が2024年４月から適用される一方、物流の停滞

が懸念される「2024年問題」に直面。何も対策を講じなければ輸送力不足の可能性。

出典：（左）経済産業省・国土交通省・農林水産省 「我が国の物流を取り巻く現状と取組状況」
https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/sustainable_logistics/pdf/001_02_00.pdf

（右）国土交通省 「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律 改正概要詳細版」
https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/content/001752074.pdf 9

輸送力不足の試算

年間労働時間の推移 年間所得額の推移



物流業界をめぐる課題②（政府の中期計画）
○ 物流革新に向け、政府においては2030年度までのロードマップを作成。
○ 2030年度に見込まれる34％の輸送力不足（施策なしケース）を補うことを目指す。

出典：内閣官房 「2030年度に向けた政府の中長期計画」 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/buturyu_kakushin/pdf/20240216.pdf
「物流革新及び賃上げに向けた政府の取組」 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/buturyu_kakushin/ik_dai1/siryou.pdf 10



物流業界をめぐる課題③（物流DX）
〇 総合物流施策大綱（2021年度～2025年度）では、オペレーション改善や働き方改革を実現し、物流産業のビジ

ネスモデルそのものを革新させることで、これまでの物流のあり方を変革する「物流DX」を推進。

出典：国土交通省 「総合物流施策大綱（2021年度～2025年度）概要」 https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/content/001464774.pdf 11



（1）流通・物流の維持
② 発災時における流通・物流の維持
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過去の災害時における流通・物流への影響（東日本大震災の影響）

○ 東日本大震災においては、道路損壊による物流寸断のほか、原材料、包材調達等の途絶によるサプライチェーン
の寸断、停電による生産や情報システム停止等の影響が発生。

○ 操業・流通に係る従業員・運転手等の労働力の確保にも影響が発生。

（出典）経済産業省 「令和３年度商取引・サービス環境の適正化に係る事業（大規模災害時における流通レジリエンス調査） 報告書」 より内閣府作成
https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2021FY/000466.pdf

事項 概況
地震による直接被害 〇 工場の建屋・生産設備の損壊が一部に発生。
津波による被害 〇 東北沿岸部において広範にわたり生産・物流拠点が津波被災・浸水、液状化被害により操業停止。

〇 漁港近辺に立地する市場・倉庫や水産加工品工場、その他関連施設も被害。
流通への影響 〇 東北各地において道路損壊による寸断が流通の寸断が発生した。

〇 東北自動車道、常磐自動車道、磐越自動車道も通行止め・緊急交通路指定された。
〇 仙台空港の滑走路冠水・ターミナルビル被災により1カ月間運航停止した。
〇 東北各地の小売店舗等も被災・損壊した。
〇包材メーカーも被災し、サプライチェーンが途絶する事態も生じた。
〇 国土交通省により、「くしの歯作戦」による道路啓開が実施された。
〇関東地方も商品流通が滞る事態が生じた。関西・北陸方面の生産設備による代替・商品流通が

図られた。
〇停電などにより情報システムの停止・寸断が生じ、商品情報の共有に支障が生じた。
〇計画停電により生産設備等も稼働できない事態が生じた。
〇 一部地域では、風評被害や消費自粛による販売不振も生じた。
〇加工食品のための原材料調達に影響が生じた。
〇操業・流通に係る従業員・運転手等の労働力の確保も困難が生じた。
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出典：鎌田譲（農林水産政策研究所）
「東日本大震災における食品製造業の被害状況と復旧対応」（2014）

【東日本大震災における食品製造業の被害状況】

過去の災害時における状況（東日本大震災）

○ 東日本大震災における食品製造業の被害状況によれば、食品製造業においては、工場建物・設備等の直接被害
に加えて、
① 原材料の不足・入手困難、② 包装資材の不足・入手困難、③ ライフライン停止、④ 物流障害

といった要因による間接被害も大きい。

出典：内閣府 「南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ（第10回）」資料2-1 https://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/taisaku_wg_02/10/pdf/2-1.pdf を基に内閣府作成 14



東日本大震災における輸送路確保の状況
○ 東日本大震災における緊急交通路の確保については、「指定の範囲を最小限にとどめる」、「広めに指定し順次縮

小」、「通行を許可する車両も順次拡大」等の考えに基づき実施され、規制等に伴う大きな混乱はみられなかった。
○ 標章交付対象車両を明確化することにより円滑かつ的確な交付が指示できた。
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〇 指定の範囲を最小限度にとどめる
規制から除外しなければならない車両が増えると担保が困難、規制
効果が低下 【参考】 阪神・淡路大震災では、一般道路も含め広く指定

〇広めに指定し、順次縮小する ： 指定範囲の逐次拡大は
   不適切

道路の復旧状況、交通量、被災地の状況等に応じて規制範囲を縮小
〇通行を許可する車両（標章交付）も逐次拡大

【緊急交通路の指定に関する基本的考え方】

出典：（左）警察庁 「東日本大震災に伴う交通規制」 https://www.npa.go.jp/archive/keibi/biki/traffic/koutu_kisei/koutsukisei.pdf を基に内閣府作成
（右）警察庁 「東日本大震災の災害応急対策に必要な車両の通行確保のために講じた措置」 https://www.npa.go.jp/archive/keibi/biki/traffic/sochi.htm を基に内閣府作成

【緊急通行車両確認標章の交付】

【災対法上の緊急通行車両確認標章交付対象と対象車両の明確化】
標章交付対象車両の一覧

災
対
法
上
の
緊
急
通
行
車
両
確

認
標
章
の
交
付
対
象

ア 警報の発令及び伝達並びに避難の勧告又は指示に関する事項
イ 消防、水防その他の応急措置に関する事項
ウ 被災者の救難、救助その他保護に関する事項
エ 災害を受けた児童及び生徒の応急の教育に関する事項
オ 施設及び設備の応急の復旧に関する事項
カ 清掃、防疫その他の保険衛生に関する事項
キ 犯罪の予防、交通の規制その他災害地における交通秩序の維持に関する事項
ク 緊急輸送の確保に関する事項
ケ その他災害の発生の防禦又は拡大の防止のための措置に関する事項

対
象
車
両
の
明
確
化

ア 政府の緊急物資輸送への協力
イ 医薬品、医療機器等の輸送
ウ 医師、歯科医師

エ 企業等による食料品・生活用品・燃料の輸送
（タンクローリーについてはICでも交付）

オ 災害応急対策のため被災地に向かう建設業者
カ 応急仮設住宅の建設及び建設準備
キ 高速バス
ク 霊柩車
ケ 家畜の飼料の輸送
コ 金融機関等の現金輸送車
サ 道路啓開用車両
シ 患者等搬送車両
ス 地震保険の保険金支払いに必要な調査のための車両



過去の災害における流通の回復の状況①（コンビニ、スーパー）

16出典：一般財団法人国土技術研究センター 「平成28年熊本地震の被災状況を踏まえた今後の課題」 https://www.jice.or.jp/cms/kokudo/pdf/tech/reports/29/jice_rpt29_05.pdf

○ 平成28年熊本地震におけるコンビニ、スーパーの営業状況については、本震後、7日目にはコンビニで98.8%、スー
パーで86％の営業率となっており、東日本大震災時と比較して早い段階で営業再開している。

【平成28年熊本地震発生（本震）後の経過日数別のコンビニ・スーパー営業率推移】



出典：一般社団法人運輸総合研究所 「東日本大震災後における商業物流について」   
https://www.jttri.or.jp/members/journal/assets/no60-05.pdf

過去の災害における流通の回復の状況②（コンビニ）
○ 東日本大震災時における食品に関する製造（ベンダー工場）及び物流（配送センター）は、3日後に青森・秋田

でベンダー工場及び配送センター（チルド）の稼働が開始され、パンとおにぎりの供給が開始された（左：Ａ社）。
○ また、発災前の仕入れ量に戻るまで、発災後６カ月を要した（右：Ｂ社）。
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【コンビニB社の東日本大震災後の物流の回復に至るまでの状況】【コンビニA社の東日本大震災後のサプライチェーン復旧状況】



緊急輸送ルートの確保①（首都直下地震発生時における道路啓開計画）

○ 首都直下地震発生の際、都心に向けた八方向（八方位）毎に優先啓開ルートを設定し、一斉に道路啓開を進行
（八方向作戦）。

○ 発災後、被災状況の把握・集約及び災害対策基本法による区間指定を行い、優先啓開ルートを決定。
○ 優先啓開ルートの啓開に必要な人員・資機材を集結させ、優先的に啓開を実施。
○ 人命救助の72時間の壁を意識し、発災後48時間以内に各方向最低１ルートは道路啓開完了を目標。

18出典：国土交通省提供資料



緊急輸送ルートの確保②（緊急通行車両確認証明書の事前交付）

○ 2023年の災害対策基本法施行令の改正により、災害応急対策に従事する指定行政機関等の車両については、災
害発生前でも、 緊急通行車両であることの確認を受け、標章と緊急通行車両確認証明書の交付を受けることが可能。

○ これにより、公安委員会が災害対策基本法第76条の交通規制（緊急交通路の指定）を行った場合に、いち早く緊
急交通路を使用して、被災地に向かい災害応急対策に当たることが可能。

【緊急交通路指定予定路線】【緊急通行車両確認証明書】

出典：警察庁HP 「改正災対法施行令等施行後の運用」
https://www.npa.go.jp/bureau/traffic/seibi2/saigaiji/230815_kinkyutsukosharyo.pdf

【標章・累計発行枚数】※警察庁把握分のみ（都道府県知事発行分を含まず。）

～R5.9.1 約80万枚（現在も有効）、R5.9.1～R6.3末 約6万枚
←廃車、車変更等については把握していないため、有効枚数としては少ない可
能性あり 19

出典：警察庁HP 「首都直下型地震発生時の交通規制計画」
https://www.npa.go.jp/bureau/traffic/seibi2/saigaiji/syutotyokka/tyokka_zentai_toshin.pdf



物流業界におけるBCPの取組
○ 物流業界に求められるBCP・防災対策の特徴として、物流事業者単独の取組みだけではなく、荷主等も巻き込

んだサプライチェーン全体としての取組が必要。国交省では、連携型BCPとしてガイドラインを作成・公表。

項目

ガイドライン

自然災害時における物流業のBCP作成
ガイドライン

荷主と物流事業者が連携したBCP策定
のためのガイドライン

多様な災害に対応したBCP策定ガイドライン
～荷主・物流事業者の連携による安全で強靭な物

流の実現に向けて～

作成者 一般社団法人 日本物流団体連合会 国土交通省 国土交通省

作成年度 平成24年7月 平成27年3月 令和5年3月

概要
（特徴）

物流業界における最も初期のBCP策定ガイドラ
イン。東日本大震災の事例（含む好事例）を
基に作成される。

物流事業者単独でBCPを策定するのではな
く、荷主を巻き込んだ形でのBCPの策定を推
奨。連携型BCPの策定を目指す。

地震に加え、予め予期できる災害（台風等
の風水害や雪害）を想定し、発災前の事
前対策の在り方について規定する。

推奨される
主な対策

〇平常時からの取組み
• ハザードマップ（最新版）等で事業所や施

設の危険度を把握
• 通信手段の多重化（手段の多重化とともに、

電源（予備バッテリー等）の確保）
• データのバックアップ
• 燃料の確保（燃料切れ防止（例：トラック

へのインタンクの設置および常備満タン、電動
フォークリフトやバッテリー方針の電源荷役機
器への定期的な充電 等）

〇平常時からの取組み
• 荷主・物流事業者の双方のBCPについて相

互に内容確認および内容のすり合わせ
• 物流事業者からも荷主に対して研修への参

加依頼
• 荷主から物流事業者に対して自らの目標復

旧時間や最優先商品情報を共有
• 荷主と物流事業者は発災時に燃料を共有

する体制の整備や燃料の確保情報の共有
体制を整備

〇平常時からの取組み
• 予見可能な自然災害の予見後・発災前に

行う対策、災害の発災後の対策を整理した
タイムラインの作成

• 災害時に優先すべき業務（優先品目、優
先配送先等）を荷主・物流事業者間で予
め協議して合意

• 代替輸送手段の提案が行えるよう、鉄道・海
運も含めた輸送ネットワークの充実

〇災害時の活動
• 重要業務・物流サービス提供の優先順位の

設定（関係者との協議の実施）
• 多様な輸送手段の確保・活用（例：50cc 

の原付バイクを常備。緊急品配送で活用）

〇災害時の活動
• 荷主や物流事業者は代替施設において貨

物の搬入・搬出等を実施
• 電源の喪失やマテハン機器の故障等により、

手作業による対応

〇災害時の活動
• 安全確保が最優先であり、トラック輸送におい

ては輸送の安全を確保
• 発荷主や元請物流事業者が無理な運行要

請を行わないことを徹底
20



流通・小売業界における連携BCPの取組

○ 東日本大震災以降、発災時における流通の維持を図るため、小売業や物流事業者の間で事前に協定を締結
するなど、荷主・物流事業者が連携したBCPの策定の取組が進められている。

出典：国土交通省 「多様な災害に対応したBCP策定ガイドライン ～荷主・物流事業者の連携による安全で強靭な物流の実現に向けて～（令和5年3月）」
https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/content/001601839.pdf

―連携BCP事例①：小売業・物流会社間の協定― ―連携BCP②：小売業・荷主・物流事業者間の協定―

―連携BCP③：卸売業・物流事業者間の協定― ―連携BCP④：鉄道利用運送事業者等との協定―

〇主な対策・連携の施策 【大手流通グループのスーパー】

• （台風等の予見できる災害に対しては）災害の予見時には協定に
基づきチームを立ち上げ。公共交通機関の状況に応じて、物流セン
ターの稼働の是非、配送の実施の是非を協議で判断。災害の規模
が特に大きい時は物流事業者（3PL事業者）も協議に参加。

• 物流センターが稼働できない場合、復旧対策を実施しつつ、代替セ
ンターでの対応を実施。被災状況を踏まえて優先的に供給する店舗
を決め、順次配送を開始。その際、物流センターの納品条件を緩め
て商品の受け入れを行う。

〇主な対策・連携の施策 【大手電鉄系スーパー】
• 小売業（大手電鉄系スーパー）と卸売業者・メーカーとの協定

災害時に納品先として指定しているセンターが使用できない時には、
新たに指定する納品場所への配送する。

• 小売業とトラック事業者との協定 本来の物流センターが使用でき
ない時には、代替物流拠点に出向いて商品を受け取り、指定する店
舗に配送する。

• 小売業と物流センター事業者（3PL事業者）との協定 物流セン
ターが稼働できない場合は、3PL事業者が保有・運営する他の物流
センターを代替拠点として使用する。

〇主な対策・連携の施策 【大手ファーストフードチェーン】

• 本部がダウンしても平時の納品データを参考にしながら、各地の店舗
に滞りなく商品を供給できるような仕組みを構築。

• 本部をはじめ、どの拠点が被災したらどのようにバックアップして、情報
伝達・意思決定をどのように行うのか、細かくケース分けを行ってシミュ
レーションした上で、ケース毎に情報連絡フローを設定している。

• 卸売業側が主導して地域毎に物流センターを設置。地域毎に物流
事業者とパートナー関係を構築し、流通網を整備。それぞれの委託
先との間で個別に覚書を締結する等の分散化を図る。

〇主な対策・連携の施策 【医療・看護・介護用品メーカー】

• 平常時より、物流事業者は、複数の輸送ルートを確保する他、災害
時にも協力してくれる協力会社との信頼関係を構築し、災害時にも
稼働できる自社トラック・ドライバーを確保できるよう取組を実施。

• 災害の予見時・発生時においては、荷主は緊急で運送すべき商品
を絞るとともに、自社物流センターの稼働を確保する（発電機等の
準備等）。物流事業者は、稼働できるトラック・ドライバー（自社・
協力会社）を確保する。
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食品製造業におけるBCPの取組

○ 食品製造業における災害など緊急時を想定したBCP（事業継続計画）の策定状況は、令和６年１月時点で
「策定している」が約23％、「策定予定」が約25%。

○ 食品製造業において、代替可能な仕入れ・調達先の確保、仕入れ・調達先の地域の分散を行っている割合は
３割程度。

22出典：株式会社日本政策金融公庫 「食品産業動向調査（令和６年１月調査）」
https://www.jfc.go.jp/n/findings/pdf/topics240307a.pdf

• 調査対象：全国の食品関係企業（製造業、卸売業、小売業、飲食業） 6,348社
• 有効回答数：2,137社※（回収率33.7％）
※（内訳）製造業：1,332社、卸売業：558社、小売業：179社、飲食業：68社

【食品関連企業が仕入れ・調達段階で取り組んでいるリスク対策】【食品関連企業におけるBCP（事業継続計画）の策定状況】



東京都市圏の中央卸売市場における対策
○ 1都3県では、東京都（昭和10年開業）にて11市場と最多の他、さいたま市（１市場）、川崎市（１市場）、

横浜市（２市場）の合計15市場が開設。ほとんどが高速道路に沿って立地。
○ 東京都中央卸売市場の耐震化は平成30年をもって完了しており、非常用発電機も全市場に設置済。
○ 加えて、東京都だけでは十分な生鮮食料品を住民に供給できない事態に備え、他都市と相互に救援協力する協定
を締結するとともに、市場関係業者間で生鮮食料品等の調達に関する協定等を締結し、災害時においても生鮮食
料品等を調達できる体制を構築している。

【東京都市圏における卸売市場の立地状況】

［凡例］
：高速道路
：津波浸水ｴﾘｱ

出典：東京都、さいたま市、川崎市、横浜市のホームページ（拠点一覧）を基に地図を作成 23

【災害時における市場間の相互応援協定】

出典：東京都中央卸売市場 「市場の環境対策 ・災害対策」
https://www.shijou.metro.tokyo.lg.jp/gyosei/pdf/gyosei/07/siryou70/
bukai2-3.pdf



出典：国土交通省 「災害時等におけるサプライチェーンの確保等による物流施設の災害対応能力の強化」 https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/content/001732667.pdf
「災害に強い物流システムの構築」 https://www.soumu.go.jp/main_content/000874905.pdf

物流施設における自家発電機の導入支援と導入状況
○ 国土交通省において、災害対応能力の強化を図るため、非常用電源設備の導入支援を行い、物流拠点において

電源機能を維持し、迅速かつ円滑な物資輸送体制を確保する支援事業が行われている。
○ 災害時における支援物資の広域的な受入拠点としての活用を想定する民間物資拠点1,816施設のうち、非常用電
源設備の導入率は約20%。（令和5年度※）

24



災害時の共同配送等に係る実証事例

○ 多くの物流拠点が集積している太平洋沿岸地域への津波により物流の大動脈である東名高速道路等が被災したこと
を想定し、RFID（電子タグ）などIoT技術を活用した輸送物資の見える化とともに、非常時・緊急時に被災地以外
から被災地への迂回路も含めた共同配送による流通・物流網の構築に向けた事例創出のための実証実験を実施。

【実証実験の概念図】 【実証結果】

出典：経済産業省 「令和4年度流通・物流の効率化・付加価値創出に係る基盤構築事業（IoT技術を活用した流通レジリエンス構築に向けた事例創出）報告書（公表用）」
https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2022FY/000096.pdf 25



（1）流通・物流の維持
③ 避難者への物資供給の確保
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災害時の物資支援（プッシュ型支援）
○ 国の防災基本計画において「地方公共団体は、初期の対応に十分な量の物資の備蓄に努める」と位置づけ、各都

道府県及び市町村において備蓄拠点を設ける等、平時から必要な取組を実施。
○ 被災都道府県からの要請を受けた場合、国から被災都道府県に物資を供給。
○ 国は、被災地方公共団体が、被災者のニーズの把握や物資の要請を行うことが困難な場合においては、被災者数や

引き渡し場所等の可能な限りの入手情報等に基づき、被災地からの要請がなくても、被災地方公共団体に対し、物
資の供給を確保し、輸送をする支援。（＝プッシュ型支援）（防災基本計画（令和５年５月）より）

27

出典：内閣府 「災害時の物資支援（プッシュ型支援）について」 https://www.bousai.go.jp/taisaku/hisaisyagyousei/pdf/push_saigai.pdf

出典：国土交通省 「災害に強い物流システムの構築（令和５年３月）」
https://www.soumu.go.jp/main_content/000874905.pdf

【物資支援の流れ】



出典：内閣府 「首都直下地震における具体的な応急対策活動に関する計画の概要」 https://www.bousai.go.jp/jishin/syuto/pdf/syuto_oukyu_gaiyou.pdf

首都直下地震における物資調達に係る計画
○ 「首都直下地震における具体的な応急対策活動に関する計画」（具体計画）においては、発災直後に行うプッシュ

型支援をはじめとする国による物資調達・供給の内容及び手順を定めている。
○ 国等から供給される物資を被災都県が受け入れ、各市区町村が設置する地域内輸送 拠点や避難所に向けて送り

出すための拠点であって、被災都県が設置するものを「広域物資輸送拠点」と位置づけ。代替拠点を含め、埼玉県３
か所、千葉県２か所、東京都５か所、神奈川県５か所を設定。
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具体計画における広域輸送拠点と物資輸送路

出典：内閣府 「首都直下地震における具体的な応急対策活動に関する計画 別図2-1、2-2、2-3」 より内閣府作成
https://www.bousai.go.jp/jishin/syuto/pdf/syuto_oukyu_5-2.pdf

広域物資輸送拠点

○ 「首都直下地震における具体的な応急対策活動に関する計画」（具体計画）においては、広域輸送拠点と緊急
輸送路を事前に定めている。
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物資の種類 担当省庁 主要緊急物資 主な関係業界団体等

飲料水 国土交通省 飲料水 周辺自治体水道局

医薬品等 厚生労働省 一般薬、紙おむつ、マスク 等 日本OTC医薬品協会、日本製薬団体連合会、日本医療機器産業連合
会、日本医薬品卸売業連合会 等

食料等 農林水産省 パン、即席めん類、おにぎり、缶詰等 各種食品産業関係団体（※） 等

生活必需品
経済産業省

仮設トイレ、トイレットペーパー、毛布等 日本トイレ協会、日本家庭紙工業会、日本毛布工業組合 等

燃料（石油・石
油ガス等） ガソリン、軽油、灯油等 石油連盟、全国石油商業組合連合会、独立行政法人石油天然ガス・金

属鉱物資源機構（JOGMEC）、全国LPガス協会 等

主な物資の種類と担当省庁、関係業界団体

出典：内閣府 「南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ（第10回）」 資料2-1 を一部更新
https://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/taisaku_wg_02/10/pdf/2-1.pdf

○ 被災者の生活の維持のために必要な物資（食料等の生活用品等）の調達・供給は、防災基本計画第２編 各災
害に共通する対策編に基づき実施。

※食品産業関係団体の例：日本パン工業会、日本即席食品工業協会、日本缶詰びん詰レトルト食品協会、日本ミネラルウォーター協会

○ 被災者の生活の維持のため必要な食料、飲料水等の生活必需品等を効率的に調達・確保し、ニーズに応じて
供給・分配を行えるようにする。

○ 交通及び通信の途絶により孤立状態にある避難者に対して、孤立状態の解消に努めるとともに、食料、飲料水
及び生活必需品等の物資の供給に十分配慮する。

○ 在宅避難者、賃貸型応急住宅への避難者、所在が把握できる広域避難者に対しても物資等が提供されるよう
努める。

＜主な物資の種類と担当省庁・関係業界団体＞

＜物資の調達・供給について（「防災基本計画第２編 各災害に共通する対策編」から一部抜粋＞

30



物資調達・輸送調整等システムの概要
○国と地方公共団体の間で、物資の調達・輸送等に必要な情報を共有し、調整を効率化することで、迅速かつ円滑

な被災者への物資支援を実現するためのシステム。
○都道府県及び市町村の物資拠点や避難所の物資情報（ニーズ、調達・輸送状況等）を国・都道府県・市町村で

共有できるよう開発し、2020年度から運用開始。

出典：内閣府 「物資調達・輸送調整等支援システムについて」
https://www.bousai.go.jp/taisaku/hisaisyagyousei/pdf/push_sistem.pdf 31



東日本大震災を踏まえた災害に強い物流システムの構築
○ 東日本大震災において、物資拠点の不足、物流ノウハウの欠如、オペレーションの錯綜等の問題点を把握。
○ これを踏まえ、民間物資拠点のリストアップ、官民の協力協定の締結促進等の取組を推進。

出典：国土交通省 「第52回基本政策部会 第４回物流部会 合同会議（2015年12月14日）」 参考資料
         https://www.mlit.go.jp/common/001116404.pdf 32



出典：東京都HP 「災害時における広域輸送基地の運営等に関する協定の締結について」
https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/taisaku/topics/1000019/1006282/1007486.html

首都圏における物流事業者との協定の事例（物資拠点運営等）

○ 東京都は、災害時における物資供給体制の強化に向けて、民間物流事業者等と、災害時における広域輸送基地
の運営等に関する協定及び災害時における広域輸送基地からの物資輸送等に関する協定を締結。この協定により、
災害時に都から都内区市町村等に円滑に物資を供給することが可能に。（協定締結日：令和2年3月23日）

○ また、大田区では、災害時、円滑に物資を受け入れ、区内各避難所等へ輸送する物資輸送体制を構築するために、
民間事業者と災害時輸送活動に必要な場所、人員、車両の提供等を内容とする協定を締結。
（協定締結日：令和6年3月6日）

33

・地域内輸送拠点における災害時輸送活動を行うために必
要な場所及び付帯設備の提供
・災害時輸送活動を行うための人員派遣
・災害時輸送活動を行うために必要な車両・フォークリフト等
荷役機器・什器・消耗品等の提供

等

＜災害時における広域輸送基地の運営等に関する協定＞ ＜災害時における物資の受入れ及び輸送等並びに物資の
受入れ拠点の設置等に関する協定＞

出典：大田区HP
https://www.city.ota.tokyo.jp/kuseijoho/press/releaseR05/2024030701.html



ラストマイルにおける支援物資輸送・拠点開設・運営ハンドブック
○ 平成28年熊本地震を踏まえ、広域物資輸送拠点から避難所までのいわゆるラストマイル輸送の円滑化に向け、「必

要な時に」、「必要な場所へ」、「必要な量の」支援物資を避難所まで円滑・確実に届けるための地方公共団体職員
向けガイドラインとして、「ラストマイルにおける支援物資輸送・拠点開設・運営ハンドブック」を国土交通省において公表。

34出典：国土交通省 「ラストマイルにおける支援物資輸送・拠点開設・運営ハンドブック（概要（クイックスタート版））」
         https://www.mlit.go.jp/common/001404756.pdf



東日本大震災時における支援物資の輸送の状況

出典：全日本トラック協会 「東日本大震災における緊急支援物資輸送活動の記録（平成25年9月）」
https://jta.or.jp/wp-content/themes/jta_theme/pdf/publication/kiroku_01.pdf

○ 東日本大震災の際、国の緊急災害対策本部が主導して実施した支援物資の緊急物資輸送においては、被災
地に対して約2,621万食の食料、約794万本の飲料を輸送。

○ 上記の輸送には、全日本トラック協会が手配した約1,900台のトラック、自衛隊の航空機150機等を投入。
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令和６年能登半島地震における物資支援の状況①
○ 発災当初は国のリエゾンを介して県庁担当者と調整し、手書きの紙を写真に撮り、メールで共有するなど、アナログな

情報共有を行っていたことで、ニーズ把握に混乱が生じていた。
○ 1月５日以降は県庁が物資調達・輸送調整等支援システム（物資システム）を活用し、物資調達・輸送班と情報

を共有し、市町のニーズ把握や物資拠点の在庫管理手段として使用され、円滑な調達につながった。
○ 一方で、避難所単位の物資ニーズは物資システムではなく、独自のアプリや聞き取りでニーズの集約がなされた。
○ プッシュ型支援の終了後も、石川県及び県内の市町間での物資調達において、継続的に物資システムを活用。

出典：内閣府 「令和６年能登半島地震に係る検証チーム（第４回）」 資料１より作成
         https://www.bousai.go.jp/updates/r60101notojishin/pdf/kensho_team4_shiryo01.pdf 36



令和６年能登半島地震における物資支援の状況②
○ 陸海空のあらゆる手段を使用して被災地へ迅速な輸送を実施。
○ 孤立集落や悪路による渋滞を避けるため、ヘリによる輸送も行われたが、トラックに比べて一度の搬送量が少なく、天

候にも左右された。
○ 発災当初は物資拠点から各避難所への輸送を市町の職員が自ら輸送した場合もあった。このほか、民間物流事業

者や、瓦礫などにより孤立した避難所等市町には自衛隊により輸送が行われた。
○ 運ばれてくる物資がパレット積みでないものがあり、人力による荷下ろしで混乱が生じた。また、貸しパレットの行先の特

定に非常に労力を費した。荷揚げ・荷下ろしに当たっては、物流業者への業務委託が整うまでは、フォークリフトがない、
操作できる人員がいないなどの課題が見られた。

37出典：内閣府 「令和６年能登半島地震に係る検証チーム（第４回）」 資料１ https://www.bousai.go.jp/updates/r60101notojishin/pdf/kensho_team4_shiryo01.pdf より作成



令和６年能登半島地震における物資支援の状況③
○ 1月2日、プッシュ型支援物資の受け入れ拠点として、石川県産業展示館を広域物資輸送拠点に決定。
○ 大型車両の施設内進入及び物資の積下ろしが全て屋内で対応できたため、フォークリフトを使った円滑な物資オペ

レーションが行われ、物資拠点として非常に適した施設。
○ 一方、プッシュ型支援の物資に加え、他の自治体、企業、個人からも支援物資が十分な調整がなく物資拠点に搬入

されたため、受け取り調整等に混乱が生じた事例あり。
○ 当初は県職員約20名で対応し混乱していたが、1月2日以降、自衛隊員が拠点管理を支援し、仕分け作業を実施。
○ 一度に大量の調達を行ったことにより物資拠点の保管スペースを圧迫したことから、段階的な調達の検討の必要あり。
○ 当初は搬入車両が渋滞を起こし搬入出に時間を要したが、1月9日から民間物流事業者がマネジメント支援を実施。
○ 搬入口と搬出口を分けることにより、混乱する状況下においても効率的な被災市町への物資発送が行われた。

38出典：内閣府 「令和６年能登半島地震に係る検証チーム（第４回）」 資料１
         https://www.bousai.go.jp/updates/r60101notojishin/pdf/kensho_team4_shiryo01.pdf より作成



令和６年能登半島地震における物資支援の状況④
○ 市町の物資拠点は主に体育館が選定されたが、ハンドフォークやパレットなどの機材がなく、搬出入に時間を要した。
○ 被災自治体の職員だけでは配送手段の確保や物資拠点の管理が困難であったことから、石川県の広域物資輸送拠

点と同様に自衛隊による支援の他、民間物流企業に業務委託を行い、管理及び配送を委託することで円滑に避難所
まで支援物資が届けられた。

○ 従来、県や市区町村が行ってきた広域物資輸送拠点から先の輸送についても、プッシュ型支援の一環として国が実施。

39出典：内閣府 「令和６年能登半島地震に係る検証チーム（第４回）」 資料１
         https://www.bousai.go.jp/updates/r60101notojishin/pdf/kensho_team4_shiryo01.pdf より作成



（2）災害時の物流、医療等の重要拠点における
各種機能を支える燃料供給の確保
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石油製品の流通過程

石油製品の流通について

鹿島製油所（５強 / ９m）
210,100バレル/日

出典：石油連盟 「製油所の所在地と原油処理能力（2024年7月末現在）」
https://www.paj.gr.jp/sites/default/files/2024-09/paj-04_refining%20capacities_202407.pdf

市原市３製油所（６強 / １ｍ）
526,000バレル/日

袖ヶ浦製油所（６強 / １ｍ）
143,000バレル/日

根岸製油所
（６強 / １ｍ）
153,000バレル/日

川崎市２製油所
（６強 / ２m）
319,100バレル/日

注）「震度」は都心南部直下地震タイプの地震による震度。
「津波高」は延宝房総地震タイプの地震による津波高。

出典：「持続可能な物流の実現に向けた検討会（第10回）」 参考資料２ 石油連盟ご提出資料
https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/sustainable_logistics/pdf/010_s02_00.pdf

製油所の立地状況
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○ 石油製品は、製油所から直接または中継基地である油槽所を経由して消費者に届けられる。
○ 製油所から臨海部の油槽所へは内航船による輸送が行われ、東日本内陸部の油槽所へはタンク車による輸送が行

われている。製油所・油槽所からSSや需要家（工場等）への陸上輸送は、タンクローリーが利用されている。



ガスの用途別消費量（全国）
R4年度 消費量 用途別内訳

天然ガス 72.0百万
㌧ 電力用54.3％、都市ガス用35.4％、その他10.3％

ＬＰガス 12.7百万
㌧

家庭業務用46.6％、一般工業用19.7 ％、化学原料用
15.9％、都市ガス用12.6％、自動車用4.2％

出典：資源エネルギー庁 「令和５年度エネルギーに関する年次報告」
https://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2024/pdf/whitepaper2024_all.pdf

日立（緊急対策区域外）
LNGタンク：46万㎘
LPGタンク：  2.9万トン

袖ケ浦（震度６強 / 津波高１m）
LNGタンク：248万㎘
LPGタンク：15万トン

根岸（６強 / １m）
LNGタンク：97万㎘
LPGタンク：7.8万トン

千葉（震度６弱 / 津波高１m）
LPGタンク：8万トン

鹿島（震度５強 / 津波高９m）
LPGタンク：46万トン

神栖（震度５強 / 津波高９m）
LPGタンク：20万トン

川崎（６強 / ２m）
LPGタンク：26万トン

東扇島（６強 / ２m ）
LNGタンク：54万㎘
扇島（６強 / ２m ）
LNGタンク：85万㎘

高圧
ガス
導管

富津（震度６弱 / 津波高２m）
LNGタンク：136万㎘

○ 天然ガス及びLPガスのほとんどは輸入されており、沿岸部のLNG/LPG基地から、都市ガスについては導管、LPガ
スについては配送車等を通じて需要家に供給。関東エリア内の一部地域では首都圏以外から高圧導管を通じて天
然ガスの供給を受けている。

○ 供給指令センターでは、都市ガスの製造と供給設備の稼働状況を監視・コントロール。地震災害発生時には、遠
隔操作等によるガスの供給停止など、二次災害防止のための初動措置を実施。

ガス供給について

供給指令センター

都市ガスにおける二次災害防止対策

各戸にマイコンメーターを設置し、強い揺れを感知すると家屋内への
ガスの供給を自動的に停止。また、低圧導管被害のある地域ブ
ロックについて、ガス供給を緊急停止。

出典：東京ガスHP

LNG基地の立地状況
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注：「震度」は都心南部直下地震タイプの地震による震度。
「津波高」は延宝房総地震タイプの地震による津波高。

注：R3年度における天然ガスの輸入比率は97.8％、ＬＰガスの輸入比率は76.3％
出典：日本ガス協会、日本LPガス協会等のHP情報をもとに内閣府で作成。



LPガス使用世帯率（2019年）
東京都 神奈川県 千葉県 埼玉県

7％ 28％ 30％ 40％
出典：資源エネルギー庁HP 「災害に強い分散型エネルギー、LPガスの利活用」

https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/lpgas.html

出典：日本LPガス団体協議会HP（https://www.nichidankyo.gr.jp/toku/chapter07/7_05.html）より内閣府作成

元売業者

小売業者卸売業者

産油国

産ガス国

製油所

LPガス
スタンド

二次基地 充填所

配送
センター

小売
事業所

都市ガス用

家庭業務用

自動車用

一般工業用
化学原料用
大口鉄鋼用

LPガス専用タンカー

原油タンカー

タンクローリー

配送車

ガス導管

（都市ガス）

（原油）

輸入基地
（一次基地）

備蓄

原油の
精製過程
で分離

LPガスの流通過程について

（１）マイコンメーター
•震度5程度以上の揺れを感
知すると自動的に遮断。

•ガス漏れ等異常がない場合
は各戸で「復帰」が可能。

（２）ガス放出防止型単段式調整器
（折損式）（張力式）

LPガスにおける二次災害防止対策（例）
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○ LPガスの流通は、輸入や生産を行う元売業者、元売業者から購入したLPガスを小売業者や大口需要家に販売す
る卸売業者、各家庭へLPガスを販売する小売業者によって構成。

○ 個別に供給可能な「分散型エネルギー」であり、一般家庭の各戸のLPガスボンベには通常約30日分のLPガス（軒
下在庫）がある。異常があった場合も個別に調査・点検を行うことで早期に復旧可能。

○ 災害時には、LPガスボンベを持ち運ぶことで、あらゆる場所で炊き出し等による利用が可能。



過去の災害時における燃料需要

○ 東日本大震災以降、さまざまな国内災害を経験する中、災害時に対応が必要となった主な燃料需要は以下のとおり。

資源エネルギー庁「災害時の燃料供給に係るこれまでの取り組みと新たな課題について」 を内閣府にて更新
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/saigaiji_nenryo/pdf/001_02_00.pdf 44

【災害時の主な燃料需要】

※携行缶を準備する必要あり。

小型のポータブル発電機の燃料 ガソリン 同上 同上 SS※



過去の災害時における燃料を巡る課題

○ 過去の災害発生時に重要度が高くなる対応は以下のとおり。

45出典：資源エネルギー庁 「災害時の燃料供給に係るこれまでの取り組みと新たな課題について」
         https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/saigaiji_nenryo/pdf/001_02_00.pdf



東日本大震災等での応援

出典：資源エネルギー庁「東日本大震災における石油供給について」
https://www.bousai.go.jp/oukyu/higashinihon/5/pdf/sigen.pdf

出典：日本ガス協会HP 「都市ガス事業者の地震対策」
https://www.gas.or.jp/anzen/taisaku/

○ 東日本大震災により東北地方太平洋側の製油所及び油槽所が被災し、東北地方における石油供給能力が激減
するとともに、東北地方太平洋側の港湾も被災し、タンカーの入港が不可能な状況であった。

○ 北海道や西日本の製油所の稼働率を最大限まで引き上げるとともに、被災していない日本海側港湾（秋田港、酒
田港、新潟港）等を活用して、被災地に必要な燃料を供給。

○ 都市ガスの復旧について、過去の大地震では数千人規模の応援体制を構築し対応しており、平成30年の大阪府
北部の地震など、近年の地震では迅速な派遣・救援開始を実現し、復旧を早期化。
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国家備蓄 民間備蓄

石油
備蓄日数：143日分 備蓄日数：92日分

LPG 備蓄日数：53.0日分
（139.3万トン）

備蓄日数：59.3日分
（1,612万トン）

LNG ―
［参考］月末在庫

395万トン
注１：石油及びLPGの備蓄は令和6年７月末現在、LNGの月末在庫は令和6年3月末現在の数字。
２：上記のほか産油国共同備蓄として8日分を別途確保。

出典：資源エネルギー庁「石油備蓄の現況」・「LPガス備蓄の現況」・「石油設備調査」､(独)エネルギー・金属鉱
物資源機構「天然ガス・LNG価格動向（2024年7月）」

原油：4,232万㎘
製品： 143万㎘

原油：1,304万㎘
製品：1,443万㎘

石油及びガスの備蓄等の状況

○石油の備蓄の確保等に関する法律（昭和五十年法律第九十六号）
（目的）
第一条 この法律は、石油の備蓄を確保するとともに、備蓄に係る石油の適切
な供給を図るための措置を講ずることにより、我が国への石油の供給が不足
する事態及び我が国における災害の発生により国内の特定の地域への石油の
供給が不足する事態が生じた場合において石油の安定的な供給を確保し、も
つて国民生活の安定と国民経済の円滑な運営に資することを目的とする。

○ 石油及びLPガスの備蓄については、①国が保有する国家備蓄と、②石油備蓄法に基づき石油精製業者等又は
LPガス輸入業者が義務として保有する民間備蓄で主に構成。

○ 天然ガスについては、マイナス162℃まで冷却して液体にするため、石油のように常温で長期間備蓄することは困難。

石油及びガスの備蓄

石油及びガスの国家備蓄の配置

出典：独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構HPより内閣府で作成
           https://www.jogmec.go.jp/stockpiling/stockpiling_10_00001.html#h2_5

● 地上・地中タンク方式
■ 洋上タンク方式
▲ 水封式地下岩盤タンク方式
● 地上低温タンク方式
▲ 水封式地下岩盤タンク方式

●苫小牧東部

●むつ小川原

秋田●

●福井

●志布志

上五島■

白島
■

串木野▲

▲
菊間

●神栖

七尾●

●
福島

波方
▲

▲倉敷

石油

ガス

苫小牧東部
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石油施設における地震対策
○ 平成25年度以降、首都直下地震・南海トラフ巨大地震の影響が想定される地域に立地する製油所において、陸上

出荷設備等の耐震対策工事、配管の緊急遮断弁やタンカー自動離桟装置等の増強など、耐震・液状化・津波対策
等の強靱化対策を推進。

○ また、災害時においても災害対応車両等への安定的な燃料供給の確保できるよう、各SSにおけるガソリン等の燃料
の保管容量を増強のための地下タンクの入換・大型化等を推進。

出典：資源エネルギー庁 「石油コンビナートの生産性向上及び強靱化推進事業について」
https://www.meti.go.jp/information_2/publicoffer/review2022/kokai/overview5.pdf

【製油所における陸上出荷設備の耐震対策工事の例】 【サービスステーション(SS)等の災害対応能力強化対策】

出典：内閣官房「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策による取組事例集
（令和６年４月）」

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kokudo_kyoujinka/kouhou/5kanen/pdf/jirei2-1-3.pdf 48



ガス施設における地震対策
○ 都市ガスについては、「ガス安全高度化計画2030」（令和３年４月１日公表）において、低圧本支管の耐震性向上目

標（2022年度末：91.9％→2030年度末：95％）を、耐震性の高いポリエチレン管への代替等の取組を推進。
○ LPガスについては、LPガス充填所が停電時にも稼働できるよう、自家発電設備等を備えた中核充填所の新設などの

災害対応能力の強化等の取組を推進。

出典：国土強靱化推進室 「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策 各対策毎の概要」
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kokudo_kyoujinka/5kanenkasokuka/pdf/kakutaisa
ku2.pdf

出典：経済産業省 「第30回産業構造審議会保安・消費生活用製品安全分科会ガス安全小委員会」
資料1-2 一般社団法人日本ガス協会ご提出資料
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/gas_anzen/pdf/030_0
1_02.pdf
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出典：内閣府 「首都直下地震における具体的な応急対策活動に関する計画の概要」より作成
https://www.bousai.go.jp/jishin/syuto/pdf/syuto_oukyu_gaiyou.pdf 

○ 首都直下地震により、被災地の製油所・油槽所の出荷機能が毀損する状況にあっても、災害応急対策活動に必
要な燃料を確実に確保し迅速かつ円滑に供給する必要。このため、石油業界の系列供給網毎の系列BCPを基本
としつつ、『災害時石油供給連携計画』に基づく系列を超えた相互協力を行う供給体制を構築。

○ また、製油所・油槽所へのアクセス道路の啓開等により燃料輸送網を速やかに確保し、①進出拠点や救助活動拠
点等への重点継続供給、②緊対本部の調整による重要施設等への円滑な優先供給を実現。

○ 重要施設の業務継続や災害応急対策活動に必要な電力及びガスを確実に確保し迅速かつ円滑に供給する必要。
○ このため、電力事業者やガス事業者の相互協力を行う体制を構築。また、重要施設への電源車、移動式ガス発生

設備等による臨時供給を実現。

首都直下地震における燃料供給、電力・都市ガスの臨時供給に係る計画
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出典：石油連盟HP 「災害への取り組み」 https://www.paj.gr.jp/special/432

○ 国内において大規模な災害が発生し、特定の地域への石油の供給が不足する事態になった場合に備え、石油精
製・元売各社は「災害時石油供給連携計画」を全国10地域毎に共同で策定。

○ 同計画では、業界対応の司令塔役を担う共同オペレーションルームを立ち上げ、①各社の出荷基地・物流・系列
SSなどに係る情報収集・共有、②政府経由で寄せられる石油製品の緊急的な供給要請への対応、③出荷基地
が被災等により利用不可となった場合の他社出荷基地の共同利用などの災害時対応を規定。

○ 上記共同オペレーションに関する訓練の他、各省庁（各庁舎、自衛隊等）や都道府県（庁舎、消防、病院、福
祉センター、通信、上下水道等）の要請に対応する緊急要請発出・対応訓練、模擬給油訓練などを毎年実施。

大規模災害時の石油業界の対応（災害時石油供給連携計画）
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重要施設への燃料の優先供給
○ 「首都直下地震における具体的な応急対策活動に関する計画」（具体計画）においては、災害拠点病院など、

応急対策の実施のために不可欠と判断する重要施設について、対象施設を予め把握するとともに、業務継続のための
燃料を確保することとされている。

出典：内閣府 「首都直下地震における具体的な応急対策活動に関する計画」 https://www.bousai.go.jp/jishin/syuto/pdf/syuto_oukyu_5-1.pdf

第６章 燃料供給、電力・ガスの臨時供給及び通信の臨時確保に係る計画
Ⅰ 燃料供給
４．業務継続が必要な重要施設への「優先供給」
（１） 重要施設への優先供給体制

① 災害拠点病院、災害対策本部となる官公庁舎、防災関連施設、部隊の救助活動拠点その他の被災地方公共団体が災
害応急対策の実施のために不可欠と判断する重要施設（以下「優先供給施設」という。）については、当該地方公共団体
において、対象施設をあらかじめ把握するとともに、当該施設が保有する自衛的備蓄が枯渇する前に、業務継続のための燃料
を確保する。

（参考）
Ⅱ 電力・ガスの臨時供給
４．重要施設への臨時供給
（１）電力業界

① 都県は、災害発生時に電力の臨時供給が必要となる災害拠点病院、災害対策本部となる官公庁舎、防災関連施設、部
隊の救助活動拠点その他の被災地方公共団体が災害応急対策の実施のために不可欠と判断する重要施設のリストをあら
かじめ作成し、関係省庁（内閣府、経済産業省等）及び一般送配電事業者と共有する。

（２）ガス業界
① 一般ガス導管事業者は、都県の協力を得て、災害発生時にガスの臨時供給が必要となる重要施設（災害拠点病院、救急
指定病院等）のリストをあらかじめ作成し、関係省庁（内閣府、経済産業省等）及び都県と共有する。
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供給拠点数 うち災害時供給拠点数

燃 料
給油所(SS)
27,414カ所

（R6.3.31現在）

中核SS：1,591カ所（R6.3.31現在）
小口燃料配送拠点：467カ所（R6.3.31現在）
住民拠点SS：14,431カ所（R6.5.31現在）

LPガス
充てん所

1,937カ所
(R5.9月末時点)

中核充てん所：347カ所（R6.3.31現在）

出典：経済産業省「令和5年度末揮発油販売業者数及び給油所数」､石油連盟HP「全国の住民
拠点SSリスト」､石油化学新聞社「2024年版LPガス資料年報」

燃料・LPガスの供給拠点の状況（全国）

○ 燃料については、災害時に警察や消防等の緊急車両への優先給油を行う中核SSや、拠点病院や避難所等への
燃料供給を行う小口燃料配送拠点、災害等による停電時においても可能な限り継続して被災地域の住民向けに
燃料供給を行う住民拠点SSの整備も推進。一方、給油所数は減少傾向で推移するもセルフ化が進展。

○ LPガスについては、災害時にも自立的に稼働できるよう、非常用発電設備、緊急用通信設備、LPG車等が配備さ
れている中核充てん所を整備。

災害時における燃料・LPガスの供給拠点

給油所数 ％

注：年度末時点の数字である。
出典：経済産業省「揮発油販売業者数及び給油所数の推移（登録ベース）」

石油情報センター「セルフSS出店状況調査結果」

1都3県における給油所数とセルフ化率の推移

中核SSにおける優先給油
○中核SSとは、東日本大震災以降に「石油の備蓄の確保等に関する法

律」に基づき指定された、自家発電設備等を備え、災害時に警察や消
防等の緊急車両への優先給油を行うSS。

○災害時において可能な限り緊急車両への優先給油を行い、営業状況
等について政府に報告する役割を担っている。

出典：資源エネルギー庁「中核給油所・小口燃料配送拠点における災害対応ガイドライン」
及び同庁の情報を基に内閣府にて作成 53



石油業界における系列BCPの取組
○ 災害時における燃料供給の強靭化のため、製油から配送に至る石油の供給網全体を対象とした事業継続計画

（「系列BCP」）の策定を推進。訓練の実施状況等を踏まえ、定期的な評価を実施している。

出典：資源エネルギー庁 「石油の緊急時供給体制に係る課題への対応について（平成26年5月）」
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shigen_nenryo/pdf/006_03_01.pdf 54



自治体における燃料供給の協定

主な協定締結先 協定内容の概要 協定締結年
東京都 東京都石油業協同組合

東京都石油商業組合
○ 別に定める重要施設、緊急通行車両への石油燃料供給
○ 石油燃料の対価及び運搬に要する費用は都が負担 等

平成20年11月

神奈川県 神奈川県石油業協同組合 ○ 県が指定する災害対策上重要な車両・施設への石油燃料の供給
○ 県が指定する場所への石油燃料の配達
○ 石油燃料の対価及び運搬に要する費用は、燃料供給を受けた者が負担

等

平成27年11月

千葉県 千葉県石油商業組合 ○ 石油燃料の優先供給・運搬
○ 燃料運搬車両を緊急通行車両として通行できるよう配慮
○ 石油燃料の対価及び運搬に要した費用は、県が負担

平成23年12月

埼玉県 埼玉県石油業協同組合 ○ 石油燃料の優先供給 平成13年12月

出典：災害時応援協定システム

出典：資源エネルギー庁 「総合資源エネルギー調査会基本政策分科会（第61回会合）」 資料6 ヒアリング資料（全国石油商業組合連合会）
https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/2024/061/061_010.pdf

（参考）全国の自治体と都道府県石油組合の協定締結状況
都道府県 市区町村

47 / 47（100％） 582 / 1,741（33.4％）内訳
市： 341 / 792（43.1％） 特別区： 15 /   23（65.2％） 町： 209 / 743（28.1％） 村： 17 / 183（ 9.2％）
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○ 平時からの備えとして、自家発電設備の設置やその稼働を確保するための燃料を「自衛的備蓄」（4日程度を推
奨）として確保し、「自衛的備蓄」で不足が懸念する場合には、あらかじめ石油販売業者と燃料の優先供給につ
いて協定を締結するよう呼びかけられている。

○ それでも燃料の不足が懸念される場合に備え、需要家である1都3県は、石油業協同組合等との間で、大規模災
害時における燃料の供給に関する協定を締結している。

○ なお、燃料供給を担うSS数は減少傾向にあることから、災害協定の締結先となる組合等との間では、平時からの
燃料調達も含めた連携体制を構築することが重要。



民間における燃料供給の協定の例
○ 民間においても、例えば通信事業者が、発災により停電が発生した場合に使用する非常用発電機用の燃料や、通

信途絶が発生した場合に応急復旧業務を行うために必要な燃料について、優先供給を受けられるよう、石油業協同
組合等と協定を締結している例がある。

出典：総務省 「大規模災害時における通信確保等に関する取組み」 https://www.nict.go.jp/resil/symposium2021/lde9n2000001pim5-att/a1617331988490.pdf 56



将来における燃料の多様化
○ 2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、運輸部門では燃料の脱炭素化が進められているが、当面は電気自
動車や燃料電池自動車の導入が先行。

○ 将来的には、合成燃料、バイオジェット燃料、水素化、燃料アンモニアにおいて技術的なイノベーションがあれば、運輸
部門における燃料の多様化が進展する可能性。

出典：資源エネルギー庁 「カーボンニュートラル社会実現に向けた次世代燃料のあり方について（2023年2月）」
https://lfb.mof.go.jp/chugoku/syoutori/20230214siryou2.pdf

出典：（一社）次世代自動車振興センター「EV等 保有台数統計」

年度 2017 2018 2019 2020 2021 2022
電気自動車（EV） 111,679 126,289 138,120 145,763 161,363 228,977
プラグインハイブリッド自動車（PHV） 103,211 122,008 136,208 151,241 174,231 207,578
燃料電池自動車（FCV） 2,440 3,009 3,695 5,170 6,981 7,310

保有台数の推移（全国）
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充電インフラ設置基数等の推移
○ 急速充電は比較的設置が容易なディーラー・コンビニや必要性の高い道の駅、高速道路等を中心に、普通充電は

滞在時間の長い目的地（宿泊施設、ショッピングモール等）を中心に設置を拡大。
○ 公共用の充電設備については、これまで全国で約４万基（急速充電器１万基、普通充電器３万基）を整備。

（2024年3月時点）

出典：経済産業省 「第１回 充電インフラ整備促進に関する検討会」 資料４ https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/charging_infrastructure/pdf/001_04_00.pdf
「第７回 充電インフラ整備促進に関する検討会」 資料３ https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/charging_infrastructure/pdf/007_03_00.pdf 58



充電インフラの状況

○ 自宅、移動経路上、目的地にある充電インフラを使い分けることで、EVに必要な電力を確保。
○ また、応急的な充電サービスも試験運用が開始されている。

出典：経済産業省 「充電インフラ整備促進に向けた指針 参考資料」
         https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/charging_infrastructure/pdf/20231018_2.pdf

【充電インフラ】 EVロードサービス

件数
ロードサービス件数 8,625
うち駆動用電池切れ 975

出典：JAF「ロードサービス救援データ
（2023年度：月別EV）

JAFのロードサービス救援データに
よると、1年間に実施されたEVの
ロードサービスのうち電池切れは
全体の約11%。

EV充電サービスの試験運用
JAFでは、応急的な急速充電を
するEV充電サービスの試験運用
を開始（東京都、神奈川県、愛
知県、大阪府でまず開始し、今
後順次全国に拡大）。

出典：JAFニュースリリース（2023年7月31日）
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災害時におけるEVの活用
○ 2019年の台風15号の際は、停電が長引く千葉県内の被災地に自動車メーカー各社が電動車を派遣。携帯電話

の充電をはじめ、エアコン、扇風機、冷蔵庫、洗濯機、夜間照明、地下水汲み上げポンプなどへの電力供給をおこな
い、被災生活の負担軽減に活用された。
【活用事例】

出典：資源エネルギー庁HP 「災害時には電動車が命綱に！？xEVの非常用電源としての活用法」
https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/xev_saigai.html 60

FCVからの給電：地域を巡回し、個人宅で照明、電子レンジ等に使用
（出典）トヨタ自動車株式会社

EVからの給電：避難所等で携帯電話充電、扇風機、冷蔵庫等に使用
（出典）日産自動車株式会社

FCVからの給電：老人ホームでエアコンや小型蓄電池の充電に使用
（出典）本田技研工業株式会社

PHVからの給電：老人ホームで洗濯機・洗濯乾燥機に使用
（出典）三菱自動車工業株式会社



水素供給インフラ
○ 水素ステーションは、首都圏、中京圏、関西圏、九州圏の四大都市圏と、四大都市圏を結ぶ幹線沿いを中心とし
て整備が進展。2024年7月5日現在、全国152カ所（うち首都圏では47カ所）で運用。

○ 水素ステーションでは、水素ガスを圧縮機で圧縮し、蓄圧器に高圧で貯蔵。燃料供給時は、ディスペンサーから燃料
電池車（FCV）の水素タンクに高圧で充填。また、水素ガスを急速に充填するとFCVの水素タンク温度が上昇する
ため、あらかじめプレクーラーで水素ガスを冷却。

出典：（一社）次世代自動車振興センターHP

ディスペンサー ディスペンサー

都市ガス・LPガス等の燃料を
使って、「ステーション内で水素を
製造」する方式。

製油所や化学工場等で製造さ
れた水素を「水素ステーションに
運んでくる」方式。

大型トレーラーに水素供給設備
を積んで、移動が可能な方式。
複数の場所で運営が可能。

オンサイト方式 オフサイト方式
移動式水素ステーション

定置式水素ステーション
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水素普及のロードマップ

出典：経済産業省 「水素・燃料電池戦略ロードマップ」 https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/suiso_nenryo/roadmap_hyoka_wg/pdf/002_s04_00.pdf 62



水素自動車（トラック）の開発・普及見込み
○ 経済産業省では、2030年グリーン成長戦略に掲げる目標の達成に向けて必要となる、水素燃料トラックの供給台数

について、2030年までに最低1.7万台の供給が必要と試算している。（参考：全国のトラック台数（2023年３月時点）1,432万台）

出典：経済産業省 「モビリティ分野における⽔素の普及に向けた中間とりまとめ（令和５年７月）」 https://www.meti.go.jp/press/2023/07/20230711001/20230711001-2.pdf
国土交通省 「数字で見る自動車2024」 https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001745175.pdf 63



第６回WGにおいてご議論頂きたい内容
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以上の現状を踏まえ、以下(1)(2)における課題や必要となる対策について、ご意見を頂くとともに、 首都中枢機
能確保等の大都市圏特有の課題解決に向けた流通・物流機能の確保のあり方についてご議論頂きたい。

首都直下地震対策検討WG（第６回）においてご議論頂きたい内容（まとめ）

＜首都中枢機能（特に経済中枢機能）の４日目以降の食料確保について＞
発災後3日間程度は備蓄等により食料の供給ができるが、4日目以降については十分に議論されておらず、地震により飲食店や惣菜製造工場
等が稼働していない事態も想定した上で、その対応について議論する必要がある。

＜首都中枢機能としての物流等について＞
首都中枢機関を支えるライフラインの機能目標として物流やロジスティックスといった観点も加える必要があると考える。

＜被災地における物資のマッチングについて＞
被災地における物資の在庫を瞬時に把握し、消費者とマッチングし、消費者のもとに届けるソフトの整備を進めるべきである。

【参考】 これまでの首都直下WGでの委員からのコメント

（１）災害時における流通・物流機能の確保
〇 経済・社会活動を早期に回復するための流通・物流の役割分担とその準備のあり方
〇 個社のBCP推進に加え、サプライチェーン全体での連携BCP作成、共同配送の仕組みづくりなど、平素か

らの災害時における流通・物流業界の連携のあり方
〇 災害応急対策である物資供給（プッシュ型支援）における役割分担とその準備のあり方
〇 人手不足等の物流業界の現状を踏まえた災害時物流構築のあり方 等

（２）災害時の物流、医療等の重要拠点における各種機能を支える燃料供給の確保

〇 災害時石油供給連携計画等の石油・ガスの供給体制の維持や協定締結など、平素からの供給側・需要
家側の取組のあり方

〇 2030年代における水素を含めた災害時における燃料インフラのあり方 等
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